
富山高等専門学校受託研究実施規則 

 

制  定 平成21年10月１日 

改  正 平成25年４月10日 

改  正 平成26年８月８日 

改  正 平成27年４月15日 

改  正 平成30年３月14日 

改  正 平成30年７月11日 

 

（趣旨） 

第１条 富山高等専門学校（以下「本校」という。）における受託研究等の実施については，

独立行政法人国立高等専門学校機構受託研究実施規則及び独立行政法人国立高等専門学校

機構受託講演等実施規則（以下「受託講演等実施規則」という。）に定めるもののほか，こ

の規則の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この規則において「受託研究」とは，外部からの委託を受けて行う研究であって，こ

れに要する経費を委託者が負担するものをいう。ただし，受託講演等実施規則第２条の規定

に基づき「受託講演等」とする業務（以下「受託講演」という。）については，この限りで

ない。 

 

（受入れの条件） 

第３条 受託研究の受入れに当たっては，次の各号に掲げる条件を付するものとする。 

(1) 委託者が一方的に受託研究を中止することができないこと。 

(2) 委託者が納付した受託研究に要する経費は，返還しないこと。 

(3) 受託研究に要する経費により取得した設備等は，委託者に返還しないこと。 

(4) やむを得ない理由により受託研究を中止し，又はその期間を延長する場合においても本

校はその責を負わないこと。 

(5) 受託研究の結果，知的財産権等の権利（特許権，実用新案権，意匠権及び商標権並びに

これらの権利を受ける権利をいう。）が生じた場合には，これを委託者に無償で使用させ，

又は譲与することができないこと。 

(6) その他必要と認める条件 

２  本校は，やむを得ない理由により受託研究を中止した場合において特に必要があると認め

るときは，前項第２号の規定にかかわらず不用となった経費の額の範囲内において，その経

費の全部又は一部を返還することができる。 

３  委託者が国（国からの再委託が明確な場合を含む。），地方公共団体，国立大学法人，国立

研究開発法人，独立行政法人，政府関係機関等であるときは，第１項第３号の条件を付さな

いことができる。 

 

（受託研究の申込み） 



第４条 受託研究の申込みをしようとする者は，「受託研究申込書」（様式１）を校長に提出す

るものとする。 

２ 受託研究を担当する教職員（以下「研究担当者」という。）は，当該委託者と協議しのうえ，

「受託研究実施計画書」（様式２）を校長に提出するものとする。 

３ 委託者が国（国からの再委託が明確な場合を含む。），地方公共団体，国立大学法人，国立研

究開発法人，独立行政法人，政府関係機関等である場合は，受託しようとする研究の計画，

内容等が記載された書類をもって前各項の様式１，様式２に代えることができる。 

 

（受入れの決定） 

第５条 受託研究の受入れは，富山高等専門学校ソリューションセンター会議の議を経て，校

長が決定するものとする。 

２ 前項の受入れについては，受託研究を行うことが教育研究上有意義であり，かつ，本来の

教育研究に支障がないと認められる場合に限るものとする。 

３ 受託講演の受入れは，当分の間，富山高等専門学校ソリューションセンター長の意見を聴

いた上で，校長が可否を決定するものとする。 

 

（受入れ決定の通知） 

第６条 校長は，受託研究の受入れを決定したときは，「受託研究受入決定通知書」（様式３）

により委託者に通知するとともに，契約担当役及び研究担当者にその旨通知するものとする。 

 

（契約の締結） 

第７条 契約担当役は，前条の通知を受けたときは，受託研究契約書により契約を締結しなけ

ればならない。 

２ 契約担当役は，契約を締結したときは，速やかに校長に報告するとともに，研究担当者に

通知するものとする。 

 

（受託研究に要する経費） 

第８条 受託研究に要する経費（以下「受託研究費用」という。）は，受託研究遂行上特に必

要となる謝金，旅費，消耗品等の直接経費（以下「直接経費」という。），当該研究遂行に関

連し直接経費以外に必要となる経費（以下「間接経費」という。）及び受託料とし，受託契

約において受託研究費用を定めるものとする。 

２ 間接経費は，直接経費の30パーセントに相当する額とする。ただし，間接経費の単位は千

円単位とし，千円未満の端数がある場合は，端数を切り捨てた額とする。 

３ 前項の規定にかかわらず，競争的資金等に係る間接経費にあっては，当該競争的資金にお

いて措置された金額とする。 

４ 間接経費は，委託者が国（国からの再委託が明確な場合を含む。），地方公共団体，国立大

学法人，国立研究開発法人，独立行政法人，政府関係機関等からの申込みであり，かつ，校

長が真にやむを得ないと認める場合には徴収しない又は減額して徴収することができる 

５ 受託料の額は，受託研究の困難度に応じて，次の各号に掲げる額とする。ただし，委託者

の資力に応じて，減額することができる 



 (1) 困難度が普通の場合は，１カ月につき１万円 

 (2) 困難度が高い場合は，１カ月につき２万円 

 (3) 困難度が極めて高い場合は，１カ月につき３万円 

６ 前項の受託研究費用の納付は，法令等又は契約に定めがある場合を除き，受託研究の開始

前とし，納付の方法は，銀行振込によることを原則とする。ただし，委託者が国（国からの

再委託が明確な場合を含む。），地方公共団体，国立大学法人，国立研究開発法人，独立行政

法人，政府関係機関等受託研究費用の納付が確実と認められる場合は，後納とすることがで

きるものとする。 

 

（受託研究の中止等） 

第９条 研究担当者は，天災その他やむを得ない事由により当該受託研究を中止し，又はその

期間を延長する必要が生じた場合は，「受託研究中止・延長申出書」（様式４）により直ちに

校長にその旨を申し出るものとする。 

２ 校長は，前項の申出により，受託研究の遂行上やむを得ないと認めた場合は，これを中止

し，又は期間を延長することを決定し，その旨を契約担当役に通知するものとする。 

３ 契約担当役は，前項の通知を受けたときは，直ちに委託者と協議し，契約の解除又は契約

の変更を行うものとする。 

 

（受託研究の完了） 

第10条 研究担当者は，当該受託研究が完了したときは，「受託研究完了報告書」（様式５）を

作成し，校長に提出するものとする。 

２ 校長は，委託者に研究成果の報告を行うものとする。 

 

（研究成果の公表） 

第11条 校長は，委託者と公表の時期，方法等について協議したうえで，受託研究による研究

成果を公表することができる。 

 

（雑則） 

第12条 この規則に定めるもののほか，受託研究に関し必要な事項は，別に定める。 

 

附 則 

 この規則は，平成21年10月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この規則は，平成22年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この規則は，平成25年４月10日から施行し，平成25年４月１日から適用する。 

 

   附 則 



 この規則は，平成26年８月８日から施行する。 

 

   附 則 

この規則は，平成27年４月15日から施行し，平成27年４月１日から適用する。 

 

   附 則 

 この規則は，平成30年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

この規則は，平成30年７月11日から施行し，平成30年４月１日から適用する。 

 

 


